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自治体における環境法執行過程の考察
～豊島産業廃棄物不法投棄事件を素材として～





れた 1990 年までの間、6.9 へクタールに及ぶ範囲で不法投棄が続き、
深刻な環境破壊がもたらされた。事業者や県などを相手に住民が国に申
し立てた公害調停は 2000 年に成立し、不法投棄された計 93 万 9,000 ト




































































































































ケルを含有する汚泥のドラム缶 1400 本、廃油 364 本、廃酸のほか、膨
大な量のシュレッダーダストが放棄されており、土壌からは国の有害判
定基準の 11.7 倍に相当する PCB が検出され、廃油からは同基準の 6.7
倍のトリクロロエチレンが検出された。この調査結果の後、県は、シュ
レッダーダストを廃棄物と認定変更して、1990 年 12 月 28 日、豊島観
光の廃棄物処理業許可を取り消し、事業場内にある廃酸、シュレッダー
ダスト及びシュレッダーダストに混在している汚泥等の産業廃棄物の速























ラム缶など 1,340 トンの産業廃棄物が撤去され、平井城一知事（1986 年
















































ラ撒き活動（1996 年⚙月）、「豊島の心を 100 万県民に」キャンペーンと
題する県内 100 箇所での座談会と 100 万人署名（1998 年⚗月～1999 年⚓







償請求訴訟を提訴し、同年 12 月、高松地裁は、豊島観光が 1978 年の訴
訟上の和解条項に違反した債務不履行を理由に損害賠償責任を認め、慰
謝料の支払いと廃棄物と汚染土壌の撤去を命じる判決を出し、確定した
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③排出事業者による解決金の提供
被申請人である 19 の排出事業者が豊島住民に支払済の解決金⚓億 2500









（⚕）2003（平成 15）年に 10 年間の時限立法（同年⚖月 18 日公布施行、2023
年⚓月 31 日まで延長）として、特定産業廃棄物に起因する支障の除去等に
関する特別措置法（産廃特措法）が制定された。同法によると 1997 年改








2006 年以降の国庫補助は廃止され、特例地方債の割合が 90 パーセントとされた）。







了したのは、2017（平成 29）年⚓月 28 日であり、⚖月 12 日に、直島の
施設で溶融処理が終了した。しかし、2018 年⚑月と⚒月に産廃汚泥が
新たに発見され、県による再調査と追加処理が行われている。
なお、産廃特措法の対象外の 1998 年⚖月 17 日以降の不法投棄事案に
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ように共生する関係に変質してきたと考えることもできるのではないだ

































































10 月から⚓期務めた平井知事が退任した 1998 年度には環境局長という
環境部門のトップにまで昇進している。環境破壊に手を貸した行政職員
が、環境局の人事考課の上では、むしろ「評価」されているのである。













































































































































念上合理的に推認できる占有者の意思である（最決平成 11.3.10 判タ 999 号
301 頁・「おから決定」）。売買契約・代金の支払いという形式面だけから
「他人に有償で売却する」ことができると判断することはできないこと














































































































































































































































































































































































































消すこと、を要請している（平成 30 年⚓月 30 日付け環循規発第 18033028 号、
各都道府県・各政令市産業廃棄物行政主管部（局）長あて、「行政処分の指針に
ついて」⚒頁。躊躇なく行政処分を行うことを求めた同指針が初めて発
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